令和７年度　　大津町子ども・子育て会議　議事録

■開催日時　　　令和８年１１月１１日（火）１０：００～
■会場　　　　　大津町役場２階　町民協働ルーム
■出席委員　　　内田委員（会長）　関委員（副会長）　大村委員　備海委員　
坂本委員　田川委員　村田委員　太田委員　江口委員　益田委員　
磯野委員　後藤委員　髙山委員　　　　　　　　　　
■欠席委員　　　堀委員　　
■傍聴者　　　　なし
■事務局　　　　大隈健康福祉部長　　伊東子育て支援課長　　
宮内子ども家庭センター副センター長　埋田入園支援係長　　
中原子育て支援係長　　桐原入園支援係主事　　
上田健康保険課母子保健係長
■次第	１　開会
２　委嘱状交付
３　会長及び副会長の選任
４　議題
　【資料１】【資料２】【資料３】【資料４】
（１）子ども・子育て支援事業の状況について　 
（２）特定教育・保育施設の施設種別および定員変更について
（３）こども誰でも通園制度について
（４）大津町子ども・子育て会議条例について
（５）こども計画の変更予定について
５　閉会













■議題
（１）子ども・子育て支援事業の状況について
【資料１】
〔委員〕町全体の人口は増えているが、子どもの数は減っている。流入している人口の属性（性別や年齢層）はどうなっているのか。
〔町〕男性は増えているが、女性は減少している。半導体や自動車関連企業へ働きに来る男性は多いが、家庭（女性）の流入が少ない状況である。

〔委員〕この数値を踏まえた町の分析や課題認識はどうか。
〔町〕若い世代、特にファミリー層にいかに大津町に住み続けてもらえるかが課題である。アンケートなどを通じて子育て世帯のニーズを捉えた施策が必要だと考えている。

〔委員〕家賃が東京23区並みに高く、固定資産税も上昇している。若い世代が家を建てたり住み続けたりするための補助や減額措置を検討できないか。
〔町〕地価上昇率は非常に高く、家を建てる際に町外へ流出するケースが増えている。個別の事業とは別に、総合的なまちづくりとして予算措置も含め緊急に検討していく必要がある。

〔委員〕給食費補助など手厚い支援があるのに「大津町は無償化していない」というイメージが先行している。もっと分かりやすく広報できないか。
〔町〕LINEやアプリなどを活用し、町がどこに注力しているのかをより明確に発信していく必要がある。

〔委員〕自宅の目の前に中学校があるのに、校区の決まりで遠い方の中学校に行かなければならない。柔軟な選択肢（緩衝エリアなど）を与えられないか。
〔町〕中学生の人口は今年がピークで今後は減少するため、選択制にすると特定の学校の人数変動が大きくなり、学校経営上のリスク（教員配置など）がある。ただし、要望については教育委員会へ伝達する。

・その他意見なし


（２）特定教育・保育施設の施設種別及び定員変更について
【資料２】
〔委員〕子どもが減る中で園同士の「取り合い」を防ぐための調整はあるのか。また、今回の定員減は将来の減少を見越したものか。
〔町〕町としては保護者の希望を第一に考えており、積極的な利用調整はしていない。今回の定員変更は、国の制度変更（最小定員枠の追加）や実態に合わせて調整したものである。

・その他意見なし


（３）こども誰でも通園制度について
【資料３】
〔委員〕事業者の負担（職員確保など）を考え、早めのスケジュール提示と、地域差を踏まえた適切な施設数の計画をお願いしたい。
〔町〕現在、保護者へのニーズ調査を行っており、その結果を踏まえて実施施設を協議していく。

〔委員〕保護者が希望しても、その園が制度を導入していなければ利用できないのか。
〔町〕その通りである。この制度は園側にとって人員配置などの負担が大きいため、すべての園で実施できるわけではない。

〔委員〕月10時間という短い時間で、どのように預ける想定か。
〔町〕先行事例では、特定の曜日に定期的に利用する形（例：毎週火曜の数時間など）が多い。

〔委員〕既存の園児との関係（不協和音）などのリスクはどう考えるか。
〔町〕園庭を「公共インフラ」として開放するイメージで、家庭で子育てする人の孤立を防ぐ場を目指している。園側とも綿密に情報交換しながら進める。

・その他意見なし


（４）大津町子ども・子育て会議条例について
【資料４】

・意見なし


（５）こども計画の変更予定について
〔委員〕サービスが充実する一方で、情報を自分で調べて使う人と、そうでない人の「二極化」が懸念される。行政側から働きかけることはできないか。
〔町〕アプリの導入や、関係機関（子育て支援センター等）との連携を強化し、支援が必要な世帯へ情報が届くよう努めていく。

